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要 旨 
地震時地盤災害の推計手法の開発あるいは向上の

ためには，過去の様々な地震で起きた斜面崩壊・地

すべり・液状化発生箇所に関する正解データが必要

である．しかし地盤災害の状況図には，面（ポリゴ

ン）・線（ライン）・点（ポイント），様々な規格で発

生箇所が描画されたものが存在する．筆者らは，そ

れらを 4 分の 1 地域メッシュ（約 250m）で統一的

に取りまとめる手法を考案し，GIS データを作成し

た． 
 
1. はじめに 

国土地理院では 2019 年から地震時地盤災害推計

システム（SGDAS）を運用しており，震度 5 以上の

地震発生から概ね 15 分以内に，地盤災害の発生地

域と発生可能性を，気象庁の推計震度分布図と地形・

地質等の地理的特性から自動的に推計して公的機関

の災害対応関係者に配信している．推計結果につい

ては，2012 年以降の試験運用期間を通じた評価によ

り有効性を確認しているが，開発時期より後の地震

に関する知見は推計手法において考慮されていない

こともあり，斜面災害の推計結果は全体的に過大傾

向，液状化の推計精度は全体的に低いことが分かっ

ている（中埜・大野，2018）．そこで地理地殻活動研

究センターでは，SGDAS の推計精度向上に関する研

究を令和 3～7 年度にかけて実施する．その中でま

ず必要となる現システムの推計性能の定量的な検証

には，様々な地震で起きた斜面崩壊・地すべり・液

状化について，それらの位置を記載した正解データ

となる Inventory Map（以下「インベントリ」という．）

が必要である．  
地盤災害の分布図として作成されている貴重なイ

ンベントリは全て利用するのが望ましいが，存在す

るデータの規格は様々であり統一がとれていない．

例えば，紙地図の代表的なものとして，2004 年新潟

県中越地震の 1:25,000 災害状況図（国土地理院，2005）

が挙げられるが，崩壊地は線とケバの描写による斜

面崩壊（小）と，ポリゴン描画による斜面崩壊（大）

に分けられている（鈴木ほか，2005）．似たような分

け方のデータは， 2008 年岩手・宮城内陸地震や 2007
年新潟県中越沖地震の国土地理院の災害状況図（国

土地理院，2009，2007）でも見られる．近年は，紙

地図ではなく，デジタル画像を判読して GIS データ

として作成されることが多いが，それらの規格には

やはりバリエーションがある．例えば，地盤災害の

場所を，領域を描画したポリゴンデータで示すもの

以外に，速報的なデータには代表点だけのデータも

多く見られる．また，ポリゴンデータについても，

崩壊部のみで種別は未分類のもの，流走部や堆積部

も描画されているもの，種別として地すべり型とそ

の他が分類されているもの等様々である． 

一方，地震時地盤災害の代表的なトリガー情報で

ある推計震度分布図の解像度は，本原稿時点では「統

計に用いる標準地域メッシュ及び標準地域メッシ

ュ・コード（昭和 48 年行政管理庁告示第 143 号）」

で定められた基準地域メッシュ（通称 3 次メッシュ：

緯度方向 30 秒×経度方向 45 秒，約 1km 四方の区

画）であり（気象庁地震火山部，2004），さほど密で

はないことから，SGDAS のように推計震度分布図を

用いる手法の検証作業に用いるデータとしては，空

間分解能の詳細さよりむしろ，データの規格の統一

が重要と考えられる．そこで筆者らは，過去の地震

時地盤災害発生箇所を 4 分の 1 地域メッシュ（通称

5 次メッシュ：緯度方向 7.5 秒×経度方向 11.25 秒，

約 250m 四方の区画）で取りまとめる手法を考案し

た．なお本論文では，斜面崩壊・地すべりに関する

インベントリの集計方法を主体に紹介するが，液状

化のインベントリについても，斜面崩壊・地すべり

のものと基本的に同様の手法で，4 分の 1 地域メッ

シュデータへの取りまとめが可能と考えられる． 
 
2. データ作成手法 
2.1 凡例の分類 

SGDAS の地震時斜面崩壊・地すべりの推計手法

（神谷ほか，2012；神谷ほか，2014）では，斜面崩

壊については数値標高モデル（以下「DEM」という．）

から計算される傾斜・曲率を用いて危険度を推計し，

地質のデータは脆弱地質と考えられる領域の危険度
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の補正のみに利用されている．一方，地すべりにつ

いては，地すべり地形分布図（防災科学技術研究所，

2015）から，独自の手法で，20 万分の 1 日本シーム

レス地質図 v1（地質調査総合センター，2010 年 3 月

発行）による地質境界のデータも考慮して算出した

地すべり密度を用いて推計されており，DEM ベース

のデータは使われていない．このように斜面崩壊と

地すべりでは推計手法が異なるため，推計結果の検

証に利用するインベントリでは，両者を分ける必要

がある． 
2004 年新潟県中越地震の斜面崩壊地（大）（小）に

ついては，斜面崩壊地（大）は岩相・地質構造（受

け盤・流れ盤等），斜面崩壊地（小）は傾斜など地形

の寄与が大きいことが分かっている（岩橋ほか，

2008）．また，小型の斜面崩壊ほど崩壊深が浅く微地

形が寄与することは一般的によく知られている．し

たがって，国土地理院の災害状況図における斜面崩

壊地（大）は SGDAS の検証作業では地すべり，斜

面崩壊地（小）は斜面崩壊に整理するのが妥当と考

えられる． 
インベントリにおいて，現地を熟知した判読者が

地すべりと斜面崩壊をあらかじめ分類している場合

があるが，その場合は，それに従うべきである．分

類されていないマップの場合については，次のよう

に考察した． 
まず斜面崩壊と地すべりの違いは，英語ではどち

らも”landslide”とされているように，曖昧な部分があ

る．その分類を試みた佐々（2007）によれば，破壊

後に急速な運動が生じるものが「崩壊」，一方，既に

過去に何度か滑動している箇所が再びゆっくり移動

するものが「再活動地すべり」であり狭義の地すべ

りとされている．なお，2004 年新潟県中越地震の頃

から，地震では，再活動地すべりでも高速な地すべ

りが生じることが知られるようになり，その機構が

明らかになった（佐々ほか，2007）． 
一方，2011 年の紀伊半島豪雨をきっかけに，「深

層崩壊」という新たなカテゴリが提唱されはじめた．

深層崩壊の定義は，深く，大きく崩れた崩壊という

ことになるが，定量的な目安としては面積 1ha 以上

とされ，特徴としては特定の地質や地質構造の地域

で多く発生することが分かっている（土木研究所，

2012；砂防学会，2012）．深層崩壊は SGDAS が設計

された頃（2010～2012 年頃）に使われ始めた用語で

あり，SGDAS ではどちらの推計でカバーされていて

しかるべきものなのか判断が難しいが，地質の影響

が大きいと報告されている点と，規模感が先の斜面

崩壊（大）と似ている点から，深層崩壊は「地すべ

り」カテゴリに分類してデータを作成することとし

た． 
整理すると，斜面崩壊と地すべりの SGDAS 検証

用データにおける分類方法は下記のとおりである．

なおこれは使用目的を限定した便宜上の区分である． 
・文献で「地すべり」「深層崩壊」と明記されている

箇所や，空中写真上でそれらと類似した規模・様

相を呈する近隣の大型の崩壊は，地すべりカテゴ

リとする． 

・面積 1ha 以上の崩壊も地すべりカテゴリとする． 
・その他の表層崩壊や，1ha 未満の小規模な崩壊は

斜面崩壊カテゴリとする． 

 
2.2 データの整理・編集 
現在の SGDAS で「斜面崩壊」の推計に使われる

修正六甲式（神谷ほか，2012）の原型である六甲式

（内田ほか，2004）は，1995 年兵庫県南部地震によ

り六甲山地で発生した比較的小型の崩壊地を用いて

作成されており，流走部等は対象として含まないも

のと推測される．したがって，危険度推計結果の検

証には，発生区域のデータを使用する．オリジナル

データのポリゴンに，崩壊部のみではなく流走部・

堆積部も含まれる場合は，崩壊部のみ取り出す必要

がある． 

「地すべり」の場合は，現在の SGDAS での推計

パラメータとなっている地すべり密度分布図が，地

すべり地形分布図（防災科学技術研究所，2015）の

移動体（地すべり土塊）ポリゴンから作成されてい

るため（神谷ほか，2014），移動体が含まれていても

構わないと考えられる．しかし，土塊ではない土石

流化した部分は削除すべきであるため，判読者がポ

リゴンにあらかじめ境界線を入れている場合はそれ

を採用し，そうでない場合は傾斜量図（地理院地図）

との目視観察によって，土石流化した部分と思われ

る谷底部の緩斜面を削除した． 
 

2.3 集計用ポイントデータの作成 
集計に当たっては，インベントリに含まれる変状

範囲のポリゴン，滑落崖やケバのライン，代表点，

それぞれを集計用のデータに変換する必要がある．

まず，普遍性を考慮して，最も次元が低いデータ，

つまりポイント（点）に要素を揃えることとした．

集計用ポイントデータの作成手法は図-1のとおりで

ある．図-1 の手法は，2 万 5 千分 1 地形図を基図と

するデータの利用を考慮に入れており，オリジナル

データがポリゴンの場合は，50m，つまり 2 万 5 千

分 1 地形図の図上 2mm の間隔で，ポリゴン内にラ

ンダムな点を発生させる．ただしそれより小さいポ

リゴンでも，あれば 1 点とする．オリジナルデータ

がライン（ケバを含む）の場合は，ラインから 12.5m
（2 万 5 千分 1 地形図の図上 1 ㎜の間隔で描写され

ているケバが潰れて 1 つのポリゴンになる間隔）で，

バッファを発生させ，後はポリゴンの場合と同じよ
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うに処理することとした．オリジナルデータが点の

場合は，小規模な崩壊地が多いと考えられるため，

基本的にそのまま使うこととした．ただし，大きな

崩壊地が点データとなっている場合は，再判読での

ポリゴンデータ作成を検討する． 

 

 
図-1 集計用ポイントデータの作成手法 

 
2.4 データの集約 

SGDAS の入力データとして利用されている推計

震度分布図（気象庁）の解像度は，2022 年現在，総

務省統計局の第 3 次地域区画の基準地域メッシュ

（通称 3 次メッシュ）に相当する．他にも，国土数

値情報（国土交通省），地震動マップ（防災科学技術

研究所），国勢調査のメッシュ情報（総務省統計局）

など，公的機関の地理空間情報は，地域メッシュ区

画に応じた区画割が利用されている事例が多い．

SGDAS では，強い揺れの範囲に応じて，約 250m（4
分の 1 地域メッシュ），約 500m（2 分の 1 地域メッ

シュ），約 1km（基準地域メッシュ），約 2km（基準

地域メッシュ×2），約 4km（基準地域メッシュ×4）
の解像度で地盤災害の発生可能性を推計している．

なおこれまでの地震では，大部分が 4 分の 1 又は 2
分の 1 地域メッシュで推計されている．インベント

リの集計単位は，それに合わせて 4 分の 1 地域メッ

シュとすることにした． 
4 分の 1 地域メッシュ（通称 5 次メッシュ）の枠

の GIS データは，e-Stat の「地図でみる統計」ウェ

ブサイト（https://www.e-stat.go.jp/gis）から「5 次メッ

シュ（250m メッシュ）境界データ」として公開され

ている．この枠のデータを利用して，図-2 で示す集

計用ポイントデータを空間結合し，メッシュ内の点

数を数えて密度計算等を行い，シェープファイルを

作成した（図-2）． 
 

 
図-2 集計用ポイントデータの 4 分の 1 地域メッシュへ

の集約手法 
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3. 構築したデータの事例 
 この章では構築した主なデータについての諸元と

解説を記す． 

3.1 2004 年 10 月 23 日新潟県中越地震 
平成 16 年新潟県中越地震 1:25,000 災害状況図

（国土地理院，2005）の GIS データを使用した．斜

面崩壊地（大）を地すべり，斜面崩壊地（小）を斜

面崩壊として，2 章で記したデータ作成手法により

4 分の 1 地域メッシュデータを作成した（図-3）． 

 
3.2 2007 年 7 月 16 日新潟県中越沖地震 

ウェブマップとして公開された災害状況図（国土

地理院，2007）の GIS データを使用した．こちらの

データでは，斜面崩壊地（大）に相当する崩壊地は

ポリゴンで，斜面崩壊地（小）に相当する崩壊地は

ラインで描画されている．さらに，液状化の発生箇

所を示したポイントデータがある．これらのオリジ

ナルデータを用いて 4 分の 1 地域メッシュデータに

取りまとめた． 
 
3.3 2008 年 6 月 14 日岩手・宮城内陸地震 

平成  20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震 
1:25,000 詳細活断層図（国土地理院，2009；星野ほ

か，2011）の GIS データを使用した．この地図では，

斜面崩壊・地すべりの崩壊部を含むデータとして，

3.1，3.2 同様の斜面崩壊地（大）・斜面崩壊地（小）

の他に，荒砥沢地すべりのような大型の岩盤地すべ

りを凡例で「地すべり」としている．本稿では，2.1
での整理に従い，斜面崩壊地（大）・地すべりを地す

べり，斜面崩壊地（小）を斜面崩壊に整理し，4 分の

1 地域メッシュデータを作成した． 
 

3.4 2016 年 4 月 16 日熊本地震 
阿蘇カルデラ内の崩壊地分布図については Sakai 

et al. （2022）の GIS データを使用した．このデータ

は，2016 年 4 月 19 日～5 月 19 日の間の航空レーザ

測量の 1mDEM 画像を判読して作成された崩壊部の

ポリゴンデータである． 

カルデラ外については，防災科学技術研究所（2016）
の GIS データを使用した．こちらは，国土地理院が

地震後に撮影した空中写真（平成 28 年 4 月 16 日，

19 日，20 日及び 7 月 5～24 日撮影）から，地震によ

り生じた土砂崩壊地の分布を判読して作成されたポ

リゴンデータである．土石流部分も含むデータであ

るため，編集により除いてから使用した． 
斜面崩壊と地すべりのカテゴリ区分は，ポリゴン

面積 1ha 以上か未満かのほかに，黒川（2018），土木

学会西部支部（2017），笠間ほか（2017）も参考にし

た．カルデラ内外で作成機関が異なるため，属性情

報に作成機関の別を加えた． 

 
3.5 2018 年 9 月 6 日北海道胆振東部地震 
発災直後に地理院地図で公開されたオルソ空中写

真（2018 年 9 月 6 ~13 日撮影）のほか，北海道水産

林務部による発災後の航空レーザ測量の 2mDEM を

基にした地貌図（CBZ； （株）シン技術コンサル変

換・作成）の判読により作成された GIS データ（山

岸・岩橋，2020；判読は山岸による）を使用した．

斜面崩壊と地すべりについては，既に分類されてお

り，オリジナルデータの区分けを踏襲した．航空レ

ーザ測量のデータによる判読範囲と，空中写真によ

る判読範囲は正確さに違いがあると考えられるため，

属性情報にソースの別を加えた． 

 
図-3 平成 16 年新潟県中越地震 1:25,000 災害状況図（国土地理院，2005）の GIS データ（長岡市の一部を抜粋）か

ら 4 分の 1 地域メッシュデータを作成する様子 
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4. まとめ 
様々な地盤災害のインベントリのデータから，4

分の 1 地域メッシュ区画ごとに発生の有無や密度を

集計し，GIS データとして集約する手法を取りまと

めた．今後も使用可能なオリジナルデータが入手で

き次第，過去の地震時地盤災害発生箇所の 4 分の 1

地域メッシュデータ化を進めていく．さらに，これ

らのデータを基に，SGDAS の検証作業を行っていく

予定である． 
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